
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成 31年度 事 業 報 告 書

特定非営利 動法人 特 定 営利活動法人 高校ネットワーク

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  5,934 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定訳に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

進学・就職等
の相談会の開
催事業

同左
31.4.1^‐

02.3.31
随所 2名

進学希望

者等
1,200名 8,254

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

平成31年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

特定非営利活動法人  高校ネ ットワーク

金  1籠 小計・ 合計

一〇

受取利息

受取補助金

通信制高校進学相談会収入
事業収益

5 その

正会員受取会費
賛助会員受取会費

1 受取

受取寄附金
施設等受入評価益

2 受取

3 受取

8,254.600
8.2G“.6(Ю

20 "

8.254.621)

(1)人件■
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

(2,その他経費
通信運搬費
消耗什器備品費
消耗品費
諸謝金
会場費
宣伝広告費

818.544
991,282

3,982,143

53,411
88,782

5,934,:62

5.934.162

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

(2)その他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
会議費
支払手数料

5,260
035,9“

2

0330よ
6_870_142
1.384_478A ― 【B】  ・・・①

過年度損益修正益
固
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書式第 15号 (法第 28条関係)

平成31年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 高校ネットワーク

金   額 小計・合計
A

1

現金預金
未収金
棚卸資産

流 資産合計 ①
2

(1) 影

車両運搬具
什器備品

(2)無
ソフ トウェア

借地権

3 そ の の

敷金
長期貸付金

118,128
5,641,901

5,760,029

【A】 資 産 合 計 ①+②

1

未払金
預り金

2

長期借入金
退職給付引当金

4,375,551
1.384.478

5.760.029

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 5,760,029

Ｆ
一

)椰

)+0
:財 産 の 毬

を正味財産額
:財産増減額



16 28条

平成31年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  高校ネットワーク

重要な会計方針
計算書類の作成は、岬0法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年11月 20日 一部改正NPO法人会計基準協議会)

によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

税込処理

2.事 業別損益の状況

(単 :円 )

式

科 日
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳
:円 )

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の接分方法

7

只

）

科 日 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 日 期首残高 当期借入 当期返済

合計

科 目

計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況

霧辰房覇司



書式第17号 (法第 28条関係)

平成31年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非曽利活動法人 高校ネットワーク

●   綺 ′]ヽ    ヨ+ 合   計

118,128

5,641,901 5,641.901

現金預金
手元現金
三井住友銀行・小岩支店・

通信制高校進学相談会未収金

A
1

1

2

影 目

3

観卸資産

販売用寄附物品

付器備品
パソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権
OO市事業所

長期貸付金
OO銀行

車両運搬具
事業用車両

敷金
OO市事業所

5.760_020

【A】 責 産 合 計 ①+② 5,760,029

引当金

2

職 員

り

源泉徴収税

未払

岸 :雰纏曇保険料

長期借入金
OO曇行借入金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

5,760.029【B-2】 正 妹 財 産 合 計 lA】 ― ロ ー 1】

■■ 11Ei:■ E】11



書式第 18号 (法第 28条関係)

31年度年間役員名簿 J層曹篇糖虐ぢF精譜案騒:ξぷF轟協留獣麗哲所並

特定非営利 人 高校ネットワーク

確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名

どちらかに

O

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記

入 )
氏   名

1 理事長

タマダ シュウイチ H31年 4月 1日

R2年 3月 31日

年 月 日

月年 日
玉田 秀一

2 理事

キムラ サ トシ H31年4月 1日

Rl年 12月 27日

年 月 日

年 月 日木村 聡

3 理事

タナカ リュウイチ H31年4月 1日

R2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日田中 龍一

4 監事

ツガワ ミツハル H31年4月 1日

R2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日津川 光晴

5 理事

イ トウ カツ トシ Rl年 12月 28日

R2年3月 31日

年 月 日

年 月 日伊藤 勝利

6 理事 。監事

7 理事・監事

8 理事・監事

9 理事 。監事

10 理事・監事



書式第4号 (法第 10条 。第28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 高校ネットワーク

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
玉田 秀―

2 伊藤 勝利

3
田中 龍―

4 津‖l 光晴

5
玉田 光江

6
田中 由紀子

7 青木 紀諭

8 塩沢 真理

9
三宅 三千代

10
三谷 緑

11

12


